
 

＜経済環境適応資金＞ 
「再生・事業承継支援資金【事業承継】」 

融 資 対 象 

１ 事業承継前に、事業承継計画を策定し、計画の実行に取り組む中小企業者 

２ 事業承継後に、事業承継を契機とした経営状況等の変化に対応するため、事業計

画を策定し、計画の実行に取り組む中小企業者 

３ 中小企業経営承継円滑化法に基づく認定を受けた中小企業者又はその代表者又は

事業を営んでいない個人 

４ 事業承継の段階における資金調達にあたり、経営者を含めて保証人を不要とする

取扱いを希望する者のうち、別に定める申込人資格要件に該当する者 
（国の全国統一制度である「事業承継特別保証」の対象） 

融 資 限 度 額 ２億８，０００万円 

資 金 使 途 

＜融資対象１、２＞ 事業承継に関する設備資金及び運転資金 

＜融資対象３＞ 中小企業経営承継円滑化法第12条第1項に基づく認定を受けた計画

に従い経営の承継の円滑化に必要な設備資金及び運転資金 

＜融資対象４＞ 事業承継に関する設備資金及び運転資金 
 ただし、事業承継前においては、保証人（個人に限る。）を提供していない既往借入金の返済資金以外が対

象となり、事業承継後においては、事業承継前における保証人（個人に限る。）を提供している既往借入金

の返済資金が対象となる。 

融 資 期 間 

及 び 融 資 利 率 

金融機関所定（固定） 

 1 年 超  3 年 以 内   年 1 . 2（ 1 . 0） ％ 以 内 

 3 年 超  5 年 以 内   年 1 . 3（ 1 . 1） ％ 以 内 

 5 年 超  7 年 以 内   年 1 . 4（ 1 . 2） ％ 以 内 

 7 年 超  1 0 年 以 内  年 1 . 5（ 1 . 3） ％ 以 内（設備のみ） 

（愛知県事業承継ネットワークの構成機関等による支援を受けた場合及び融資対象４

の場合は（ ）内の利率）  

据 置 
返 済 方 法 据置1年以内の分割返済 

担 保 原則として要しない。ただし、保証協会の無担保保証限度額を超過する場合を除く。 

保 証 人 原則として法人代表者以外の連帯保証は要しない。 

信 用 保 証 

原則として、保証協会による信用保証を要する 

＜融資対象１及び２＞一般保証を利用 

＜融資対象３＞特定経営承継関連保証又は別枠保証を利用 

＜融資対象４＞事業承継特別保証 

保 証 料 年0.40％～1.83％（融資対象４の一部：年0.20％～1.15％） 

責 任 共 有 制 度 対象 

推 薦 機 関 県内商工会議所及び商工会 

申 込 先 取扱金融機関の県内各店舗 

必 要 添 付 書 類 

＜融資対象１＞ 

・事業承継計画書（様式第18） 

＜融資対象２＞ 

 ・事業計画書（事業承継）（様式第19） 

＜融資対象３＞ 

・中小企業経営承継円滑化法第12条第1項に基づく知事の認定書の写し 

＜利率優遇措置利用＞ 

・愛知県事業承継ネットワークに参加している構成団体等の支援を受けたがことが

わかるもの（様式第20） 

問 い 合 わ せ 先 
愛知県経済産業局中小企業部中小企業金融課 融資・貸金業グループ 052-954-6333 

愛知県信用保証協会 総合相談窓口 0120-454-754（信用保証について） 

愛知県事業承継・引継ぎ支援センター 052-228-7117（融資対象３の認定について） 



 

様式第１８ 

事業承継計画書 

   年  月  日 

 （金融機関名・店舗名） 
                                         様 

住  所 
会社名 

    氏 名                
 
愛知県経済環境適応資金（再生・事業承継支援資金（事業承継））融資制度による融資を受けたいので、下

記のとおり事業承継計画書を提出します。 
 
 
１ 承継の区分・範囲（該当するものに〇印を付してください。） 

区 

分 

 代表者の交代 

 

範 

囲 

 全部承継 

 事業の譲渡  一部承継 

 
２ 事業承継の経緯（具体的に記入してください。） 
承継者と被承継者の関係 

事業承継を行う理由 

 
３ 被承継者（事業）の概要 

商  号 （ 個 人 ） 

会 社 名 （ 法 人 ） 
 代表者名（法人）  

資 本 金  従 業 員 数  

設 立 年 月 日  

承 継 予 定 日  

業 種 
※事業の範囲が「一部承継」の場合、承継対象を○で囲んでください。 

取 扱 品 
※事業の範囲が「一部承継」の場合、承継対象を○で囲んでください。 

販売先・仕入先 

主な販売先・ 

受注先 
販売・受注額 回収方法 

主な仕入先・ 

外注先 
仕入・外注額 支払方法 

      

      

      



 

４ 事業承継計画表（承継の区分が「代表者の交代」の場合に記入してください。） 

項目 
現在 

( / 期) 

1年目

( / 期) 

2年目

( / 期) 

3年目

( / 期) 

4年目

( / 期) 

5年目

( / 期) 

6年目

( / 期) 

7年目

( / 期) 

8年目

( / 期) 

9年目

( / 期) 

10 年目 

( / 期) 

事 

業 

の 

計 

画 

売上高 

（千円） 

           

経常利益 

（千円） 

           

従業員数 

（人） 

           

会
社 

定款・ 

株式・ 

その他 

           

現 

経 

営 

者 

年齢 

           

役職 

           

関係者 

の理解 

           

株式・ 

財産の 

分配 

           

持株 

（％） 

           

その他 

           

後 

継 

者 

年齢 

           

役職 

           

後継者 

教育 

           

持株 

（％） 

           

その他 

           

【主な取組内容】今回の事業承継において重点的に取り組む内容について、具体的に記入してください。 
この欄に記入された内容について融資の相談が可能となります。 

※計画の年数・項目については、必要に応じて追加等してください。 



 

５ 承継前後の損益実績及び計画（承継の区分が「事業の譲渡」の場合に記入してください。）（千円） 

科目等 
   ／   期 
（承継者実績） 

   ／   期 
（被承継者実績） 

   ／   期 
（承継者計画） 

   ／   期 
（被承継者計画） 

売上高     

売上原価     

売上総利益     

販売管理費     

営業利益     

営業外収益     

営業外費用 
(うち支払利息・割引料) 

 
（       ） 

 
（       ） 

 
（       ） 

 
（       ） 

経常利益     

特別利益     

法人税等     

当期純利益     

減価償却費     

従業員数（人）     

【主な取組内容】今回の事業承継において重点的に取り組む内容について、具体的に記入してください。 
この欄に記入された内容について融資の相談が可能となります。 

 
６ 事業承継の対象物 
※承継の範囲が「全部承継」の場合、下表の記入は不要です。(承継時の貸借対照表を添付してください。） 

 対   象 金額（千円） 使途の概要 

流
動
資
産 

売掛債権（売掛金・手形）   

在庫   

その他流動資産   

固
定
資
産 

土地   

建物   

営業権・特許権・借地権   

その他固定資産   

流
動
負
債 

買掛債務(買掛金・手形)   

短期借入金   

（うち保証付借入金） （      ）  

その他流動負債   

固
定
負
債 

長期借入金   

（うち保証付借入金） （      ）  

その他固定負債   



 

７ 必要な資金及び調達の方法 

 

必要な資金 金額 調達の方法 金額 

設
備
資
金 

（内訳） 

 

千円 

 

自己資金 

 

千円 

 

親戚・知人等からの借入 

（内訳・返済方法） 

千円 

金融機関からの借入 

（内訳・返済方法）  

千円 

運
転
資
金 

（内訳） 千円 

合計 千円 合計 千円 



 

様式第１９ 

事業計画書（事業承継） 

   年  月  日 

 （金融機関名・店舗名） 
                                         様 

住  所 
会社名 

    氏 名                
 
愛知県経済環境適応資金（再生・事業承継支援資金（事業承継））融資制度による融資を受けたいので、下

記のとおり事業計画書（事業承継）を提出します。 
 
 
１ 承継の区分・範囲（該当するものに〇印を付してください。） 

区 

分 

 代表者の交代 

 

範 

囲 

 全部承継 

 事業の譲渡  一部承継 

 
２ 事業承継の経緯（具体的に記入してください。） 
承継者と被承継者の関係 

事業承継を行った理由 

 
３ 承継直前決算期における被承継者（事業）の概要 

商  号 （ 個 人 ） 

会 社 名 （ 法 人 ） 
 代表者名（法人）  

資 本 金  従 業 員 数  

設 立 年 月 日  

承 継 実 施 日  

業 種 
※事業の範囲が「一部承継」の場合、承継対象を○で囲んでください。 

取 扱 品 
※事業の範囲が「一部承継」の場合、承継対象を○で囲んでください。 

販売先・仕入先 

主な販売先・ 

受注先 
販売・受注額 回収方法 

主な仕入先・ 

外注先 
仕入・外注額 支払方法 

      

      

      



 

４ 事業計画                                    （千円） 

科目等 
承継前 

／  期 

(実績) 

承継後１年目 

／  期 

(実績･計画) 

承継後２年目 

／  期 

(実績･計画) 

承継後３年目 

／  期 

(実績･計画) 

承継後４年目 

／  期 

(実績･計画) 

承継後５年目 

／  期 

(計画) 

売上高 

      

売上原価 

      

売上総利益 

      

販売管理費 

      

営業利益 

      

営業外収益 

      

営業外費用 

(うち支払利息・割引料) 

 

 
（    ） 

 

 
（    ） 

 

 
（    ） 

 

 
（    ） 

 

 
（    ） 

 

 
（    ） 

経常利益 

      

特別利益 

      

法人税等 

      

当期純利益 

      

減価償却費 

      

従業員数 

（人） 
      

【主な取組内容】事業承継を契機とした経営状況等の変化の内容や、その対応方法について、具体的に記入してください。 

この欄に記入された内容について融資の相談が可能となります。 

※承継後の年数については、必要に応じて追加等してください。 



 

５ 必要な資金及び調達の方法 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

必要な資金 金額 調達の方法 金額 

設
備
資
金 

（内訳） 

 

千円 

 

自己資金 

 

千円 

 

親戚・知人等からの借入 

（内訳・返済方法） 

千円 

金融機関からの借入 

（内訳・返済方法）  

千円 

運
転
資
金 

（内訳） 千円 

合計 千円 合計 千円 



 

様式第２０ 

 

 

 

愛知県経済環境適応資金(  再 生 ・ 事 業 承 継 支 援 資 金 ( 事 業 承 継 ） )  

融 資 制 度 に 係 る 証 明 申 請 書 
 

  年  月  日   

 

名古屋商工会議所 会頭 殿 

（申 請者 ） 

住    所 

商号又は名称 

代表 者氏 名                  

 

 愛知県経済環境適応資金（再生・事業承継支援資金（事業承継））融資制度による融資を受けたいので、次の

構成機関等が、愛知県事業承継ネットワークの構成機関等であることを証明してください。 

  

構成機関等  

 

 

 

上記構成機関等が、愛知県事業承継ネットワークの構成機関等であることを証明します。 

なお、本証明は融資の実行を保証するものではありません。 

 

     年  月  日 

 

名古屋商工会議所 会頭               ○印 
 

 
 

愛知県事業承継ネットワークの構成機関等として、上記申請者の計画の策定及び計画の実行に対して、支援しているこ

とを証明します。 
なお、計画は別紙（様式第 18、様式第 19 又は中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（平成 20 年法律第

33 号）第12 条第１項に基づく知事の認定書の写し等を添付）のとおりです。 
 
  年  月  日 

（構成機関等） 
住   所 
構成機関名 
代表者氏名                  ○印 

 
 


